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ROE(ReturnonE叫ty;株主資本利益率),EVA(EconomicVa山eAdded;経満的付加価値)

*EVAは,スターンスチエワート社の登雀嘉商標である｡,

経営課題を解決するために必要とされる取り組み

経営目標に対するさまざまな課題を解決するためには､顧客を起点としての柔軟性と瞬発力のある企業活動(サプライチェーン)全体の改革が必要である0

わが国の製造業･流通業を取り巻く厳しい環境下

で,企業には,資産圧縮やコスト低減,売り上げ拡大

の経営課題を解決し,経営目標を実現できる施策が

求められている｡そのかぎは,迅速性･柔軟性･可視性

を備えた企業運営であり,そのためには,顧客を起点

としての業際をも含め,サプライチェーン全体の改革

が必要となる｡

日立製作所は,みずからが製造業としてこの改革に

取り組んでおり,その中から培ったノウハウやIT(情報

欝
はじめに

わが国の厳しいビジネス環境の中で,単に生産や販売と

いった部門単位の改善だけでは,企業改革で成果を上げる

には至らない｡業際･広域に踏み込んだビジネス全体の改革

技術)をSCM･ロジスティクスソリューションに反映させ,

これらを顧客に提案している｡その際,構想段階から

運用に至るまで,顧客の視点で問題を共有し,顧客の

経営課題をワンストップで解決するように努めている｡

将来を見据えた経営基盤を強化するためには,経

営戦略と一体となった汀の活用が今後ますます必要と

なってくる｡日立製作所は,顧客のパートナーとして信

頼されることを目指し,継続的なソリューションの拡充

と提案に努めている｡

P

に取り組んでいる企業や業態とは,経営効率において明らか

に差がついてくる｡

改革の成果を上げ,進化していくためには,取り組むべき

課題を明確にし,SCM(SupplyChainManagement)･ロジ

スティクス改革の導入価値･実効性を高め,企業経営そのも

のの根幹を成すビジネスモデルの実現が必要となる｡
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ここでは,SCM･ロジスティクス分野の動向と,それに伴う諸

課題の解決を目指す日立製作所のソリューション技術につい

て述べる｡

題
企業ビジネス環境の変化と戦略

2.1環境の変化

わが国の企業経営環境は,国内の構造不況や,海外から

のIT(Information Technology)の流人による通信産業の

経営悪化などの影響を受けて回復の兆しが見えず,景気は

底入れしたとは言い切れない状況にある｡小売業の店舗数減

少や工場の海外移転などに見られるように,企業は,厳しい

環境下での商品･技術の短サイクル化や多様化,価格破壊,

グローバル化といった市場の変化への対応に迫られている｡

さらに,グローバル会計基準によるキャッシュフロー会計,連

結経営などの株主志向,異業種参入,アジアパワーとの国際

競争といった新風など,従来にない多くの難題に直面している｡

2.2 求められる戦略･戦術

この環境を乗り越えて変化を先取りするためには,スピード

を重視したマネージメント層の的確かつすばやい判断と,瞬

発力のある現場業務の実行が求められる｡そのため,顧客

起点での,供給(需要)連鎖にかかわる統合的マネージメント

が非常に重要となってくる｡

製造業では,生産に加えて製品開発の領域でも,調達か

ら販売までの連鎖全体を統合的マネージメントの対象としな

ければならか､｡小売業では,消費･MD(Merchandising)
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図1ROAに見るSCM･ロジスティクスの貢献範囲

経営的評価指標のROAを要素分解し,改革の目標と照らし合わせることにより,

そのねらいと施策を関係づける必要がある｡
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と連動したデマンド系と即応型調達物流によって成り立つ密

連携の仕組みの構築が必要である｡また,卸･商社では,従

来の商品調達･供給力を含め,サービス全般における付加価

値の高いパートナーヘの変容を図る必要がある｡

これら全体に共通して大切なのは,SCM･ロジスティクス分

野の改革を実施する際は,企業活動全般を経営的観点で見

渡すことである｡そのうえで,販売やサプライヤとの連動,取

引先との情報共有による予測から予約･発注などの広範囲に

わたる連携を推進し,相互に情報の鮮度･精度を維持しなけ

ればならない｡

経営指標の一つであるROA(ReturmonAssets:総資産

利益率)の要素でSCM･ロジスティクスの改革を評価したもの

を図1に示す｡同図に示すように,SCM･ロジスティクスの改

革は,むだなコストの削減や資産回転率の向上にとどまらず,

売り上げや利益に関連する諸評価指標に貢献する重要な取

り組みと位置づけられる｡すなわち,改革のためには,単なる

現場からの課題の積み上げではなく,経営レベルでの課題を

具体的に掘り下げ,改革対象の数値目標を明確化して優先

順位を付ける必要がある｡必然的に,改革に伴う影響範囲

は企業の内外を問わず広範囲にわたるため,これら関係部

門の経営的目標と,取り組み内容について合意を得ておくこ

とが必須要件となる｡

題
日立製作所のソリューション技術

3.1トータルサプライ チェーン マネージメント

(TSCM)改革

日立グループは,利益創出とキャッシュフロー改善を実現

するための改革として,(1)組立量産系(パソコン,ディスクな

ど),(2)プロセス量産系(半導体,ディスプレイなど),および

(3)エンジニアリング系(エレベーターなど)の三つの分野で,

おのおのに合ったTSCM(TotalSupply Chain Manage-

ment)の構築を推進している｡

組立量産系では,BTO(Built to Order)/CTO(Confi_

gure to Order)といった生産形態のほか,VMI(Vendor

ManagedInventory),EMS(Electronics Manufactur-

ing Service),ワールドワイド連結オペレーションなどのビジネ

ス形態に対応する業務プロセスと,受注･生産･調達･在庫･

輸送計画システムを開発している｡

プロセス量産系では,組立量産系の機能に加えて,歩留

り･直行率･大規模編棒(ふくそう)工程･ロット制御といったプ

ロセス工程特有の制約条件を考慮した業務プロセスと計画

システムを開発している｡

エンジニアリング系では,受注前のプレエンジニアリングから,

設計せ産･据付け･保守に至る製品のライフサイクルを視野

に入れ,プレエンジニアリングを支援するウェブ応用エンジニ
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アリングシステム,受注から保守までの部品情報を統合的に

管理するシステム,および生産管理や部品在庫管理のSCM

との連携システムを開発している｡

さらに,共通的な取り組みとして,在庫量やリードタイムと

いった量や時間を評価指標とする意思決定支援技術に加

え,損益やキャッシュフローを評価指標として,現場オペレー

ションから部門統括者,経営幹部に至る各階層別の意思決

定支援システム技術を開発している｡

3.2 SCM･ロジスティクスソリューション技術

日立製作所は,みずからがユーザーとして,先に述べたソ

リューション技術を自社の業務改革に適用することによってそ

の有効性を検証し,顧客へ提案するソリューション製品にそ

の結果を反映している｡

日立グループとビジネスパートナーのSCM･ロジスティクスソ

リューションの製品群を図2に示す｡これらの製品群では,自

社開発の技術の提供にとどまらず,国内外の優良企業との

パートナーシップによる幅広いソリューションのラインアップを取

りそろえ,顧客の多様化する課題解決を実現する｡また,戦

略･計画レベルから現場の実行遠田レベルに至るまでの,製

造･流通分野の業種･業務特性に合致したソリューションを整

備することで,顧客の課題に対する全体解決策を提供する｡
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さらに,顧客の経営課題を踏まえ,サプライチェーン戦略と

その取り組みの構想を立案する上流コンサルティングサービ

スから,システムインテグレーションサービス,運用サービスま

で一貫したソリューションをシームレスにワンストップで提供す

る｡SCM･ロジスティクスソリューションの流れに沿ったサービ

スの概要を図3に示す｡

上流コンサルティングサービスでは,経営課題に対応した

改革のビジョンを明確にし,改革対象範囲の業務プロセスと

対象となる資産(拠点,設備,在庫など),拠点ネットワークな

どのリソースの両面から相乗効果をねらった取り組みを行う｡

さらに,顧客の実際の商流･物流にかかわる実績データに其

づいて改革実施による効果を定量的に算定し,構想設計と

照合することで,経営課題の解決が可能かどうかについての

事前評価を行うサービスも提供する｡

システムインテグレーションでは,企業内にとどまらず,調達

から販売までの全体の連鎖における販売予測や,グローバル

な需要予測と需給計画に基づいて,各製造拠点の綿密な製

造･調達計画を迅速に実行するシステムを提供する｡同時に,

物流にかかわる倉庫管理や輸配送管理など,サプライチェー

ン全般にわたるソリューションの提供のほか,設計開発から販

売･保守に至るまでの製品ライフサイクルマネージメントについ

ても支援している｡

小売業

経営コックビソト

統括部門

販売

需要予測･販売計画

i2Five･Two*3

ForecastPRO*4

調達

購買･調達ネットワーク

"TWX･21”

在庫補充計画･供給計画･輸配送計画
"scpLAN”,NEUPLANET*5

MRP･生産計画･調達計画
"scpLAN”,LoadCalc*6

NEUMASICS*5

在庫 輸配送 在庫

統括部門

需要予測･販売計画

i2Five･Two

販売

基幹系システム R/3*7 "GEMPLANET”,"HITRMD”

生産管理･運用
"HITPOP”

BOSSPLAN*8

"HITMES”

物流センター管理･運用
HITLUSTER”,HITLOMANS*9

MARC*10,LOCS*11

トラック運行管理
"e-traSuS

物流センター･輸配送業務アウトソーシング

店舗

注:略語説明ほか TWX-21(TradeWindsonExtranet-21).MRP(MaterialRequirementsPlann仙g)

*1ECObjectは,株式会社クラステクノロジー社の登録商標である｡*2 A川eは,米国Ajile社の登裔商標である｡

*3i2Fjve･Twoは,米国i2Techno10g弓es,lnc.の登銀商標である｡*4 ForecastPROは,米国BuslnessForecastSystems社の登竜商標である｡

*5 NEUPLANETおよびNEUMASICSは,日立エンジニアリング株式会社の登毒東商標である｡*6 LoadCalcは,日立東北ソフトウエア株式会社の登鋸南標である｡

*7 R/3は,SAPAGの筆名泉商標である｡*8 BOSSPLANは,株式会社日立情報制御システムの登録商標である｡

*9 HITLOMANSは,株式会社日立インダストリイズの登含量商標である｡*10 MARCは,MARCGlobalServices社の登録商標である｡

*11LOCSは,日立物流ソフトウエア株式会社の登毒泉南標である｡

図2日立グループとビジネスパートナーのSCM･ロジスティクスソリューション製品群

日立グループと国内タレマートナ一企業との連携により,製造･流通分野全般で,戦略･計画･実行レベルの製品群をビジネス全域にわたって網羅している｡
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コンサルティング

システム

インテグレーション

運用サー解

●賀状分析(業務プロセス･リソース両面に対応)

●構想立案(業務プロセス･リソース両面に対応)

･定量効果算定

･業務設計

●情報システム

業種別テンプレ】ト開発

業務別ソリューション廟発

･SCMソリューション

･物流倉庫管理システム(WMS)

･､輪配送管理システム汀MS)

･物流設備エンジニアリング･Sl

●物流センター建屋設計･施工､

り＼-ド

●ア

･車

ン保守サービス

睾琴のアウトソーシング)

終ラック運行管理)

呼丁ビスモ鰐買･親達ネットワ材ク)

注:略語説明 WMS(WarehouseManagementSystem)

TMS(TransportationManagementSystem)

Sl(Systemlntegration),3PL(ThirdPanyLogistics)

図3日立グループのSCM･ロジスティクスソリューション

コンサルティングからシステムの導入､運用サービスに至るまで,一貫したソリュー

ションをワンストップで提供する｡

さらに,物流センターでは,運用の流れを軸に,情報システ

ムと物流設備エンジニアリング,建屋設計･施工を含む支援を

行っている(各ソリューションの詳細やシステムの構築事例に

ついては,この特集の他の論文を参照)｡

膚
今後の動向

失われた10年とも言われるバブル崩壊後のわが国では,消

費者ニーズの多様化,サービス品質の向上,グローバル競争

の激化など,企業の変革に対する必要性は高まる一方であ

り,これらの環境変化や競争はさらに激しくなるものと推測す
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る｡このような厳しい経営環境の中で,今後は企業間のコラ

ボレーション(連携)が活発化するものと見られ,その潮流に

対応するためには,正確かつ迅速な納期回答や即日納品,

電子商取引基盤など,企業内のサプライチェーン基盤を事前

に整備しておく必要がある｡

しかし,わが国の企業におけるITの経営への活用度は,

諸外国に比べて低いと言われている｡2001年版の通商自書

によると,(1)ITを経営に活用していく体制が弱い,(2)IT

活用による効果が相対的に低い,(3)ITを活用した経営革

新を行う企業が少ないとされている｡また,わが国のERP

(Enterprise Resource Planning)やSCMなどの経営情報

システムの導入比率は,他国と比べて低い水準にとどまって

いるとの報告もある｡

SCM･ロジスティクス改革による経営基盤の強化は,21世紀

を勝ち残るために必要不可欠であると言える｡その実現のた

めには,これまでのIT戦略の延長だけではなく,将来を見据

えた経営戦略と-一一体となったITの活用がいっそう重要となる｡

霧
おわりに

ここでは,SCM･ロジスティクスに関する動向と,日立製作

所のソリューション技術の概要について述べた｡

日立製作所は,2002年4月に,製造業や流通業などの異

業種横断型の共通ソリューションに対応した組織の集中化を

図った｡これは,顧客のニーズに沿って,ノウハウや,品質･適

用効率の高いサービスを提供することをねらいとするものであ

り,これにより,SCM･ロジスティクス分野でも,全サービスに

対応できる体制の構築が可能となった｡この体制の【Fで,常

に変化し続ける顧客のニーズや市場動向に適合するソリュー

ションの拡充を図っていく考えである｡
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